
 

 

 

第 21 回 東京外環トンネル施工等検討委員会 

 

 

 

中央ＪＣＴ地中拡幅工事の詳細設計の状況について 

 

 

 

 

 

令和 2 年 7 月１７日 

 

 

関 東 地 方 整 備 局  東 京 外 か く 環 状 国 道 事 務 所 

東 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社  関 東 支 社  東 京 外 環 工 事 事 務 所 

中 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社  東 京 支 社  東 京 工 事 事 務 所  

  

資料-３ 



1 
 

１． はじめに 

東京外環の地中拡幅部は、市街化された地域の大深度地下部において、地下水を有する地盤内に非開削で構築する必要がある、世界でも類を見ない規模の、技術的困難さを伴う工事であることから、より確実な施

工時の安全性や、長期的な構造物の健全性の確保のため、技術的な検討、検証を進めている。 

今回、中央ジャンクション地中拡幅部について、平成２８年３月２４日に示された「地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめ」に基づき、詳細設計を進めてきたところであり、設計の方針及び概略の構

造がまとまったことから、その内容について、審議いただくものである。 

 

 

  

＜中央ジャンクション地中拡幅部 位置図＞ 

工事名：中央ジャンクション南地中拡幅（南行）工事 

工事名：中央ジャンクション北地中拡幅（南行）工事 

工事名：中央ジャンクション北地中拡幅（北行）工事 

工事名：中央ジャンクション南地中拡幅（北行）工事 
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２． 中央ジャンクション地中拡幅部の検討経緯 
   

地中拡幅部は、市街化された地域の地下部において、大規模な非開削による切り拡げ工

事となることから、平成１７年１１月に「大深度トンネル技術検討委員会」を設置し、当時の既

存技術であるパイプルーフ併用ＮＡＴＭで施工可能であることを確認した。 

一方で、同委員会においては、安全、工期短縮、コスト縮減等のため、新工法の技術開発

が望まれる、との意見があり、地中拡幅部の工法等について継続して検討を行い、平成２４年

７月には、「東京外環トンネル施工等検討委員会」（本委員会）を設立し、検討を実施してきた。 

平成２６年６月、「とりまとめ」が公表され、地中拡幅部は「高いレベルの施工時の安全性や、

長期的な構造物の健全性が求められる」とされ、より確実な安全性、健全性の確保が可能と

なる構造として、「円形形状を基本」とし、「十分な止水領域を確保」すること、また、工事の発

注に先立ち、各ＪＣＴ・ＩＣの特有の施工条件に適した工法を選定し、技術の実証等を通じた検

証を行う必要性が提言された。 

 

これらの提言を受け、平成２６年１１月～平成２７年９月、「東京外環トンネル地中拡幅部に

おける技術開発業務」により、東名ジャンクション、中央ジャンクション南、中央ジャンクション

北、青梅街道インターの各箇所３工法を選定し、技術の検証を実施した。 

技術開発業務を踏まえ、平成２７年１２月に「地中拡幅部についての留意事項まとめ」が公

表され、中央ジャンクション南、中央ジャンクション北、青梅街道インターの３箇所は、施工時

の止水性および地山安定性の確保において課題が共通していることから、提案された工法も

含め、民間企業が有する有効な要素技術を整理したうえで、各箇所の地質、地下水等の条件

に応じた工法の標準化を図って行く必要があると提言された。 

 

詳細設計・施工に移行するにあたり、中央ＪＣＴの地中拡幅部は、地山の透水性が高く、ま

た、地山の自立性が低い地盤での施工となり、より安全性が高くかつ合理的なものでなけれ

ばならず、工法に対して標準的な考え方の整理が必要であることから、地中拡幅工事を実施

するにあたり有効と思われる要素技術を広く募集し、技術的なヒアリングを実施し、地中拡幅

部を施工する主な段階である「発進基地の施工」、「外殻部の施工」、「躯体の施工」、「褄壁

の施工」について、技術の検証を行った工法も含め、民間企業が有する要素技術を整理し、

高い安全性、施工確実性を確保した上で地中拡幅工事を行うための工法の方向性について

とりまとめ、平成２８年３月、「地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめ」が

公表された。 

この工法の考え方まとめの中で、「今後、詳細な技術的検討、検証を加えることが必要であ

り、実際の施工までに、本検討委員会を含め、関係者が協力して更なる技術の研鑽に努める

べきである」との意見が付議された。 

 

現在、契約中の詳細設計業務おいて、「地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考

え方まとめ」に基づき、詳細な技術的検討、検証を進めているところである。 

  

東京外環トンネル施工等検討委員会（H24.7～） 

・地中拡幅に関するアンケートによる開発状況の確認 
・工事の発注に先立った技術の検証の必要性 
・地中拡幅部の与条件（荷重条件、完成躯体構造等） 
・地中拡幅範囲に対する基本断面形状、躯体と一体となって機能する止水領域 

≪H26.6 とりまとめ≫ 

【地中拡幅部における技術開発業務（H26.10～H27.9）】 

東名 JCT、中央 JCT 南、中央 JCT 北、青梅街道 IC の 4 箇所 

 ⇒各３工法の技術検証を実施  

 

東京外環トンネル施工等検討委員会（H27.10～） 

・地中拡幅技術開発の報告について 
・中央 JCT 南、中央 JCT 北および青梅街道ＩC 地中拡幅部について 

≪H27.12 地中拡幅部についての留意事項まとめ≫ 

①技術開発状況について、民間企業へアンケートを実施 
 ⇒ 企業によっては、開発が着実に進んでいることを確認 
 ⇒ 地質や地下水等の外環固有の条件を踏まえ十分な検証を行う必要がある 
②事業者が、工事の発注に先立ち、各 JCT・IC の地質・地下水・断面形状等の 

施工条件に適した工法を選定し、技術の実証等を通じた検証を行う必要がある 

・技術的難易度の高い施工となるため、所要のコスト、工期の増加が見込まれるが、これらの縮減を図るとともに、工法の安全性や確実性を更に高め

ることが必要である 

・提案された工法を含め、民間企業が有する有効な要素技術を整理したうえで、各箇所の地質、地下水の条件に応じた工法の標準化を図っていく必

要がある 

・地山が露出する部分を出来る限り少なくする工法とし、かつ、止水工法の確実性について検討を進めることが重要である 

地中拡幅工法に有効な要素技術の公募 

１）地中拡幅部の構造は、施工時の安全性、長期的な健全性確保を踏まえ、円形形状を基本 
  （計画段階で想定した工法であるパイプルーフ併用の NATM による馬蹄形形状の見直し） 
２）漏水を抑制するための十分な止水領域を確保 

技術的な意見聴取 

 

東京外環トンネル施工等検討委員会（H28.3） 

・地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方について 

≪H28.3 地中拡幅部（中央 JCT、青梅街道 IC）の工法の考え方まとめ≫ 

・技術の検証を行った工法も含め、民間企業が有する要素技術を整理し、工法に対する考え方をとりまとめ 
「外殻部の施工」    ：帯水層下で施工の実績が多く、施工精度確保の確実性が高いシールド工法（外殻シールド）で縦断方向 

に施工 
「発進基地の施工」  ：基本的には地山の露出を少なくすることとして、実績がある円周シールドにより構築 
「躯体の施工」      ：地中拡幅部の内部を掘削する段階以前に完成体の躯体を構築。完成体の躯体は、外殻シールドを相互に 

連結することにより構築 
「褄壁の施工」      ：凍結工法などにより、施工時の地山の安定性、止水性を確保 

・今後、詳細な技術的検討、検証を加えることが必要であり、実際の施工までに、本検討委員会を含め、関係者が協力して更なる技術
の研鑽に努めるべき 

技術提案・交渉方式（設計交渉・施工タイプ）による工事発注手続きを開始。選定した優先交渉権者と詳細設計業務を契約し、詳細

な技術的検討、検証を実施中 
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３． 中央ジャンクション地中拡幅部の地質概要 

【中央ジャンクション北側地中拡幅】  

・中央ＪＣＴの北側は、舎人層であり、砂層と粘性土層の互層である。 

・粘性土層（Tonc）は平均 N 値が４１と大きい。 

・砂礫層（Tong）は均等係数が大きいが、透水係数が大きく細粒分含有率が少ないという特徴がある。  

   

北側地中拡幅(北行) 北側地中拡幅(南行) 

＜想定地質縦断図＞ 
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【中央ジャンクション南側地中拡幅】  

・中央ＪＣＴ南側は、東久留米層であり、砂層が全体的に卓越し、粘性土層を伴っている。 

・砂層（His）は均等係数が小さいうえ、透水係数が大きく細粒分含有率が少ない。 

・粘性土層（Hic）は、うすくわずかに介在している。 

  

＜想定地質縦断図＞ 

南側地中拡幅(北行) 南側地中拡幅(南行) 
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４． 設計に用いる定数について 

４－１． 土質定数及び地下水位の設定 
 平成１５年度～平成３０年度に実施された中央ジャンクション北、南地中拡幅工事近傍の土質調査結果より下表のとおり設計に用いる土質定数及び地下水位を設定する。 

地下水位については、平成２２年度～平成３０年度までの中央ジャンクション北、南地中拡幅工事近傍の観測水位より設計地下水位を設定することとする。近年、深層地下水位の上昇傾向が確認されることから、施工

時最高被圧水位については、水位上昇傾向を考慮した推定値を用いることとする。 

 

【中央ジャンクション北地中拡幅工事】 【中央ジャンクション南地中拡幅工事】 

  

  

 

 

 

 
 

【土質定数の設定】

単位
体積重量

変形係数 粘着力 内部摩擦角
せん断

弾性波速度
透水係数

γ(kN/m3) E(MN/m2) C(kN/m2) Φ(度) Vs(m/s) k(m/s)

B 1 14 2.4 50 0 100 -

A 2 13 5.6 28 0 99 -

Lm 2 13 9.5 34 0 -

Lc 3 19 8.4 58 0 -

Mg 50 20 49.4 0 41 340 2E-05

粘性土 Tonc 42 19 55.8 245 0 5E-08

砂 Tons 44 19 70.5 0 30 6E-05

砂礫 Tong 50 20 37.7 0 43 7E-05

粘性土 Hic 50 19 62.9 143 0 8E-08

砂 His 50 19 105.7 0 32 1E-05

土質 中央ジャンクション南地中拡幅工事

名称 記号 N値

舎人層 460

埋土

沖積層

関東ローム
180

ローム質粘性土

武蔵野礫層

東久留米層 490

【土質定数の設定】

単位
体積重量

変形係数 粘着力 内部摩擦角
せん断

弾性波速度

γ(kN/m3) E(MN/m2) C(kN/m2) Φ(度) Vs(m/s)

B 3 15 7.3 18 0 140

A 3 15 7.3 18 0 140

Lm 5 14 5.8 67 0 150

Mg 50 20 72 0 40 330

Setc 6 17 13 180 0 200

砂礫 Tong 50 20 200 0 40

粘性土 Tonc 41 18 140 670 0

砂 Tons 50 19 170 0 37

粘性土 Hic 50 19 63 210 0

砂 His 50 20 96 0 38

記号 N値

中央ジャンクション北地中拡幅工事

名称

土質

透水係数

k(m/s)

440東久留米層

関東ローム

沖積層

埋土

舎人層 490

世田谷層粘性土

武蔵野礫層

-

-

-

-

-

1E-05

3E-08

1E-05

9E-08

5E-06

10 年後推定値 T.P.＋34ｍ 

5 年後推定値 T.P.＋30ｍ ● 

10年後推定値 TP+33.0m 

● 
● 

● 
● 

● 
● 

● 
● 

W-20 予想水位 ● 

Y=0.701x+19.71 
25.7 

10 年後推定値 T.P.＋33ｍ 

5 年後推定値 T.P.＋29ｍ 
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 （参考） 東京都における近年の深層地下水位の観測結果 

表 1  H4～H29 年の計画道路沿いの東京都深層井の地下水位の観測値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東京都が計画路線沿線で観測している深層地下水位に関し、近年の観測結果をみると、現在も引き続き水位上昇傾向であることが確認できる。 

○ 特に、三鷹市の観測井における水位上昇傾向が高いことが確認できる。 

図 1 計画道路沿い深層地下水の近年の水位上昇傾向 

図 2 計画道路沿いの観測井（○印） 

出典：平成 29 年地盤沈下報告書 平成 30 年 7 月 

東京都土木技術支援・人材育成センター 

世田谷区 

杉並区 

練馬区 

練馬区 

三鷹市 

日平均地下水位   T.P.  単位：ｍ   水位観測日：12 月 31 日 

練馬区 19 

杉並区 21 

世田谷区 22 

三鷹市 41 

三鷹市 



9 
 

４－２． 凍土の設計強度、凍結膨張率の設定 

  本工事においては、地中切り開きおよび褄壁等構築時の地山の安定ならびに止水性の確保が必要であるため、より確実で実績のある凍結工法（凍土）を採用する。 

  凍土の設計条件は、地質調査結果から次の文献を参考に設定する。なお、今後サンプリングによる室内試験を実施し現地盤の凍土性状を確認する予定である。 

・「地盤改良の調査・設計と施工 –戸建住宅から人工島まで- （地盤工学会 2013）」 

・「土丹の凍結強度に及ぼす未凍結時の強度の影響（日本雪氷学会全国大会講演予稿 1996）」 

・「土質基礎の仮設に関する技術報告会報告集 地盤凍結工法における設計・施工及び新技術（北海道土木技術会土質基礎研究委員会 2005）」 

 

【中央ジャンクション北地中拡幅工事】 【中央ジャンクション南地中拡幅工事】 

【凍土強度の設定】 【凍土強度の設定】 

  

【凍結膨張率の設定】 【凍結膨張率の設定】 
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５． 各工事における設計方針および内容 

本委員会においてとりまとめられた、「地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめ」で示されている地中拡幅部を施工する主な段階である「発進基地の施工」、「外殻部の施工」、「躯体の施工」、「褄壁の

施工」の標準的な工法の考え方を踏まえ、本設計における設計方針および内容について次のとおり整理する。なお、断面を縮小することにより、外殻シールド本数を減らし、躯体構築数量も減じることができるため、断面の

合理化について検討を進めている。 

＜発進基地＞ 
 

【地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめ】 

①基本的には地山の露出を少なくすることとして、実績がある円周シールドにより構築することが望ましい。 

②本線又はランプシールドの開口補強の構造、施工時の地山の安定性、止水性について十分な検討が必要である。 

③円周シールドの発進・到達について、適切な止水対策を行う必要がある。 

④効率的な基地への物流ルートおよび基地内物流を考慮することが重要である。 

【地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめを踏まえた設計方針および内容】 

中央ＪＣＴ 

（北側） 

北行 

①ランプより東名側に地中立坑を構築し、円周シールドにて外殻シールドの発進基地を構築。 

②円周シールド発進空間構築におけるランプ部開口部は補強セグメント・補強梁を配置、また施工時には凍土壁により地山の安定性・止水性を確保。 

③発進側にはエントランスパッキン（坑口止水装置）、到達側にはバルクヘッド（止水隔壁）を設置し止水対策を実施。 

④ランプから基地への物流を想定し、基地内の円筒形大空間用の物流搬送装置を配置。 

南行 

①東名側に地上より立坑を構築し、円周シールドにて外殻シールドの発進基地を構築。 

②立坑より直接円周シールドを発進。発進開口部を考慮した補強を実施。 

③発進側にはエントランスパッキン（坑口止水装置）、到達側にはバルクヘッド（止水隔壁）を設置し止水対策を実施。 

④ランプ及び地上立坑から基地への物流を想定し、基地内の円筒形大空間用の物流搬送装置を配置。 

中央ＪＣＴ 

（南側） 

南行 

①ランプより大泉側に地中立坑を構築し、円周シールドにて外殻シールドの発進基地を構築。 

②円周シールド発進空間構築におけるランプ部開口部は補強セグメント・補強梁を配置、また施工時には凍土壁等により地山の安定性・止水性を確保。 

③発進側にはエントランスパッキン（坑口止水装置）、到達側にはバルクヘッド（止水隔壁）を設置し止水対策を実施。 

④ランプから基地への物流を想定し、基地内の円筒形大空間用の物流搬送装置を配置。 

北行 

①ランプを延伸し、東名側に円周シールドにて外殻シールドの発進基地を構築。 

②ランプシールドより直接円周シールドを発進。発進開口部は補強セグメント・補強梁を配置。 

③発進側にはエントランスパッキン（坑口止水装置）、到達側にはバルクヘッド（止水隔壁）を設置し止水対策を実施。 

④ランプから基地への物流を想定し、基地内の円筒形大空間用の物流搬送装置を配置。 

ランプシールド 

本線シールド 

発進基地 
（円周シールドによる施工） 

地中立坑 
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＜外殻部＞ 

 
 

【地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめ】 

①帯水層下で施工の実績が多く、施工精度確保の確実性が高いシールド工法（外殻シールド）で行うことが望ましい。 

②発進基地からの縦断方向の施工とすることが望ましい。 

【地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめを踏まえた設計方針および内容】 

中央ＪＣＴ 

（北側） 

北行 
① 小口径シールド（外殻シールド）を採用。 

② 発進基地から切削セグメントを採用し縦断方向に施工。 
 

南行 
① 小口径シールド（外殻シールド）を採用。 

② 発進基地から切削セグメントを採用し縦断方向に施工。 

中央ＪＣＴ 

（南側） 

南行 
① 小口径シールド（外殻シールド）を採用。 

② 発進基地から切削セグメントを採用し縦断方向に施工。 

北行 
① ランプシールド及び小口径シールド（外殻シールド）を採用。 

② 発進基地から切削セグメントを採用し縦断方向に施工。 

外殻シールド（小口径シールド） 

先行シールド 

後行シールド 

本線 ランプ 
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＜躯体＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめ】 
①長期安定性や長期健全性を有する良好な品質なものとする必要がある。 

②地中拡幅部の内部を掘削する段階以前に、完成体の躯体を構築し、完成体の躯体は、外殻シールドを相互に連結することが望

ましい。 

③地質・地下水等の条件、地山の安定性、止水性に加え、コスト及び工期の観点からも検討を行い、適切な外殻シールド間の距離

を設定する必要がある。中央ＪＣＴ南は、外殻シールド間の距離を小さくすることにより、地山を露出しない方法による施工が望ま

しい。 

④大深度地下部における透水性が高い帯水層下での施工となることから、基本的には、より確実で実績のある凍結工法によること

が望ましい。 

⑤漏水の原因となるひび割れ抑制や躯体の連続性確保を図るとともに、地下水が躯体内部へ浸入する可能性がある箇所は、浸入

を防ぐための適切な対策をとることが必要である。 

【地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめを踏まえた設計方針および内容】 

中央ＪＣＴ 

（北側） 

北行 

①外殻シールド内にＳＣ構造（鋼・コンクリート複合構造）にて躯体を構築。 

②外殻シールドを相互に連結し躯体を構築し、内部掘削完成前に躯体を構築。 

③外殻シールド間をラップし地山を露出しない方法により躯体を構築。 

④凍結工法により止水性を確保。 

⑤コンクリート表面を露出しないＳＣ構造を採用しひび割れを抑制するとともに、躯体の連続性を確保。また、セグメントシール材と吹付防水材により躯体外側に防水層

を確保。 

南行 

①外殻シールド内にＳＣ構造（鋼・コンクリート複合構造）にて躯体を構築。 

②外殻シールドを相互に連結し躯体を構築し、内部掘削完成前に躯体を構築。 

③外殻シールド間をラップし地山を露出しない方法により躯体を構築。 

④凍結工法により止水性を確保。 

⑤コンクリート表面を露出しないＳＣ構造を採用しひび割れを抑制するとともに、躯体の連続性を確保。また、セグメントシール材と吹付防水材により躯体外側に防水層

を確保。 

中央ＪＣＴ 

（南側） 

南行 

①外殻シールド内にＳＣ構造（鋼・コンクリート複合構造）にて躯体を構築。 

②外殻シールドを相互に連結し躯体を構築し、内部掘削完成前に躯体を構築。 

③外殻シールド間をラップし地山を露出しない方法により躯体を構築。 

④凍結工法により止水性を確保。 

⑤コンクリート表面を露出しないＳＣ構造を採用しひび割れを抑制するとともに、躯体の連続性を確保。また、セグメントシール材と吹付防水材により躯体外側に防水層

を確保。 

北行 

①外殻シールド内にＳＣ構造（鋼・コンクリート複合構造）にて躯体を構築。 

②外殻シールドを相互に連結し躯体を構築し、内部掘削完成前に躯体を構築。 

③外殻シールド間の距離を小さくし、外殻シールド間の地山を高強度固結充填材で置き換えることで地山を露出しない方法により躯体を構築。 

④凍結工法により止水性を確保。 

⑤コンクリート表面を露出しないＳＣ構造を採用しひび割れを抑制するとともに、躯体の連続性を確保。また、鋼殻とセグメントシール材により躯体外側に防水層を確保。 

凍結工法 

本設覆工 

本線 ランプ 
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＜褄壁＞ 
 

【地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめ】 

①大規模な鉛直方向の壁として構築し、凍結工法などにより施工時の地山の安定性、止水性、良好な施工性を確保することが重要

である。 

②長期的な健全性の確保、コスト及び工期の観点も踏まえ、その施工性、構造の検討を行う必要がある。 

【地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめを踏まえた設計方針および内容】 

中央ＪＣＴ 

（北側） 

北行 
①凍結工法により地山の安定性および止水性を確保し、鉛直壁形式、ＲＣ構造（鉄筋コンクリート構造）の褄壁を構築。 

②シンプルな等厚スラブ構造とすることで耐久性、施工性に配慮する。 

南行 
①凍結工法により地山の安定性および止水性を確保し、鉛直壁形式、ＲＣ構造（鉄筋コンクリート構造）の褄壁を構築。 

②シンプルな等厚スラブ構造とすることで耐久性、施工性に配慮する。 

中央ＪＣＴ 

（南側） 

南行 
①凍結工法により地山の安定性および止水性を確保し、鉛直壁形式、ＲＣ構造（鉄筋コンクリート構造）の褄壁を構築。 

②シンプルな等厚スラブ構造とすることで耐久性、施工性に配慮する。 

北行 
①凍結工法により地山の安定性および止水性を確保し、鉛直壁形式、ＲＣ構造（鉄筋コンクリート構造）の褄壁を構築。 

②シンプルな等厚スラブ構造とすることで耐久性、施工性に配慮する。 

 

 

褄壁躯体 
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６． 設計に必要な検討事項 

６－１． 外殻シールド発進基地等の耐震性能 
本工事は民地直下に直径約 40m の大断面トンネルを非開削で構築する、世界でも類を見ない規模の、技術

的困難さを伴う工事であり、民地直下で大規模な空間を構築すること、発進基地内空は外殻シールド構築や資

機材等の投入先として長期間使用することから、耐震性能を以下のように設定する。 

 

   

円周状鋼殻 

SC 土留壁 
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６－２． 凍結工法 
外殻躯体構築時はより確実な止水対策を行う必要があるため、より確実で実績のある凍結工法とする。 

凍土造成範囲について、片面凍結と両面凍結の比較検討を行った。片面凍結は躯体周囲の全面を凍結したうえでシールド間を切り開く工法、両面凍結は切り開き箇所周辺のみの凍結（分割施工が可能）で施工が可能

となる工法である。 

片面凍結は凍土の膨張圧が外殻シールド外側に偏圧として作用し、外殻シールドセグメントの変形量が両面凍結に比べ大きくなり、凍土の亀裂発生や凍着切れ等が懸念される。そのため、施工時の安全性で優位とな

る両面凍結での施工とする。 

 

  

外殻部外面のみを凍結し、外殻部・

褄壁全体を凍土で覆う。 

外殻部内・外面を凍結し分割施工とする。 

横断図(イメージ) 

横断図(イメージ) 

縦断図(イメージ) 

縦断図(イメージ) 

※外殻躯体構築完了箇所から順次凍結を解除 

※外殻躯体全体が構築完了後に凍結を解除 
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７． 概略の構造について 

 中央ジャンクション地中拡幅部における設計方針および必要な検討事項を踏まえ、整理された各工事の概略の構造は以下のとおり。 

 ７－１． 中央ジャンクション北地中拡幅（北行）工事 
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 ７－２． 中央ジャンクション北地中拡幅（南行）工事 
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 ７－３． 中央ジャンクション南地中拡幅（南行）工事 
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 ７－４． 中央ジャンクション南地中拡幅（北行）工事 
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８． まとめ 

・中央ＪＣＴ地中拡幅部の工事の設計方針及び概略の構造については、平成２８年３月２４日に示した「地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめ」の発進基地、外殻部、躯体、

褄壁の考え方に基づいているものである。 

・市街化された地域の大深度地下部において、地下水を有する地盤内に非開削で構築する必要がある中央ＪＣＴ地中拡幅部は、世界でも類を見ない規模の、技術的困難さを伴う工事である。東名

ＪＣＴ部と比較して地山の透水性が高く、地山の自立性が低い中央ＪＣＴ部の地質条件を踏まえると、施工時の止水性および地山安定性の確保のため、相当のコスト・工期の増加が見込まれるが、

より安全性が高く合理的な工法である凍結工法や小口径シールドを用いた工法が必要である。 

・近年の中央ＪＣＴ部周辺における深層地下水位の上昇傾向は、地下水の揚水規制が要因と考えられ、今後も継続することが想定されることから、将来の深層地下水位上昇を見込んだ施工検討

が必要である。 

・断面を縮小することにより、外殻シールド本数を減らし、躯体構築数量も減じることができるため、断面の合理化について検討を進めているところであり、引き続き、より確実な安全性や健全性の確保、コスト・

工期の縮減について検討を行いながら、詳細な設計を進めていく。 

・現在の中央ＪＣＴ地中拡幅の設計を踏まえ、青梅街道ＩＣについても、今後、「地中拡幅部（中央ＪＣＴ、青梅街道ＩＣ）の工法の考え方まとめ」に基づき、コスト、工期の観点も含め工法について検討

を進めていく必要がある。    


